
公営事業答申第 ３ 号 

令和 ８ 年 ８ 月  日 

 

由利本荘市長  湊  貴 信  様 

 

由利本荘市公営事業経営検討委員会 

委員長 金 澤 伸 浩 

答 申 書 （案） 

令和８年４月６日付けで諮問のあった「下水道使用料の適正水準について」、下水道事業

の財政シミュレーション、経営分析、施設整備の状況、総括原価の算定及び使用料体系の

検討結果を踏まえ、慎重に審議を行った結果、次のとおり答申する。 

 

１．下水道事業の現状について 

本市の下水道事業は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事

業、漁業集落排水事業、簡易排水事業、小規模集合排水処理事業及び浄化槽事業など、多

様な汚水処理方式により整備が進められ、市民の生活環境の向上及び公共用水域の水質保

全に大きく寄与してきた。一方で、本市は県内最大の行政面積を有し、多数の汚水処理施

設及び管路施設を維持管理していることから、人口規模に対して維持管理負担が大きい経

営構造となっている。加えて、人口減少に伴う接続人口及び有収水量の減少、施設の老朽

化、動力費や修繕費等の増加により、今後の経営環境は一層厳しくなるものと見込まれる。 

財政シミュレーションによれば、令和１６年度には接続人口が約４千人減少し、有収水

量も減少する見込みであり、使用料収入の減少が続くことが予想される。 

 

２．使用料改定の必要性について 

本委員会に示された収支見通しによれば、現行使用料を維持した場合、経常収支は継続

して赤字となり、経常収支比率は令和１３年度に９４．０％、経費回収率は７８．４％ま

で低下する見込みとなっている。さらに令和１６年度には経費回収率が７４．３％まで低

下する見通しである。また、汚水処理に係る費用については、使用料収入のみでは賄うこ

とができず、一般会計からの繰入金に依存した運営状況が続いている。 

本来、下水道事業は受益者負担の原則を基本とする公営企業であり、使用料対象経費に

ついては、可能な限り使用料で回収していくことが求められる。 

このことから、本委員会は、下水道事業の持続可能な運営を確保するためには使用料改

定は必要であると判断する。 



３．適正な使用料水準について 

本委員会は、日本下水道協会の「下水道使用料算定の基本的考え方」に基づく総括原価

方式による算定内容について検証を行った。 

その結果、「算定期間を５年間」とすること、「総括原価方式による算定」を行うこと、

「経費回収率１００％を目標」とすることについては、妥当であると判断する。 

また、本市の下水道事業においては、資産維持費を算入した場合、市民負担が著しく増

加することから、資産維持率を０％とし、資産維持費を計上しないものとした事務局案に

ついても現時点では妥当なものと認める。 

これにより算定された平均改定率は約３４％となるが、本委員会は、将来の事業継続を

考慮すれば必要な水準であると理解する。 

 

４．下水道事業の公共性について 

本委員会では、下水道事業は独立採算を基本とする公営企業ではあるものの、公衆衛生

の向上、生活環境の改善及び公共用水域の水質保全を担う公共性の高い事業であるとの認

識が共有された。 

また、本市のような広域自治体では人口密度の低い地域や条件不利地域を抱えているこ

とから、使用料のみで全ての費用を賄うことは現実的ではなく、下水道事業の公共性を踏

まえた適切な公費負担も必要である。 

このため、本委員会は、受益者負担の原則を基本としながらも、利用者負担と公費負担

の適切な均衡を図りつつ、持続可能な事業運営を目指すべきであると考える。 

 

５．使用料体系について 

委員会では、事務局から示された複数の改定案について比較検討を行った。 

その結果、現行の利用実態を踏まえ、一般家庭及び事業用利用者双方への影響の均衡を

図った改定案を基本として使用料体系を見直すことが適当であると判断する。その理由は、

次のとおりである。 

（１）一般家庭への配慮 

使用者の大半を占める１０㎥以下及び２０㎥程度までの利用者に対する急激な負担増

を抑制していること。 

（２）利用実態との整合 

現行の使用実態や料金負担の状況を踏まえ、一般家庭及び事業用利用者双方に過度な

負担集中が生じないよう配慮されていること。 

（３）経営改善効果 

総括原価を概ね確保し、経費回収率の改善に寄与すること。 



 

６．附帯意見 

本委員会では、使用料改定のみで経営課題を解決することは困難であり、市においても

最大限の経営努力を継続すべきとの意見が多く出された。 

このため、市においては次の事項に取り組まれたい。 

（１）施設統廃合及び処理区域の再編 

人口減少が進行する地域については、施設更新の時期に合わせ、集落排水施設等の統

廃合や広域化・共同化について検討すること。 

（２）汚水処理方式の最適化 

公共下水道、集落排水及び合併処理浄化槽について費用対効果を比較し、地域実情に

応じた最適な処理方式への転換を検討すること。 

（３）ストックマネジメントの推進 

施設及び管渠の計画的な更新及び長寿命化を図り、更新費用の平準化に努めること。 

（４）経営の効率化 

デジタル技術の活用や維持管理体制の見直しにより、維持管理コストの縮減に努める

こと。 

（５）使用料改定率について 

今回の使用料改定については必要であると判断するものの、市民負担の軽減を図る観

点から、施設統廃合、汚水処理方式の最適化及び維持管理費の縮減等の経営改善を着実

に進め、使用料改定率を可能な限り抑制するよう努められたい。 

（６）使用料改定時期について 

使用料改定の実施時期については、水道料金の冬期間の推定使用水量精算事務との重

複を避け、市民への説明及び料金徴収事務の円滑化を図る観点から、令和９年７月とす

ること。 

 

７．市民への説明責任 

使用料改定は市民生活に直接影響を及ぼすことから、市においては下水道事業全体の現

状や将来計画を含め、分かりやすく丁寧な説明を行い、市民理解の促進に努められたい。 

特に、処理区域の考え方、施設配置の経緯、維持管理コストの構造、将来的な施設統廃

合及び汚水処理方式の見直しの方向性について積極的な情報提供を行うことが重要である。 

・下水道事業全体の現状と将来計画 

・改定が必要となる理由 



・将来の経営見通し 

・処理区域及び汚水処理方式の考え方 

・施設更新及び統廃合の必要性 

・経営改善への取組 

・利用者負担と公費負担の考え方 

 

結論 
本委員会は、本市下水道事業を将来にわたり持続可能なものとし、公衆衛生の向上と生

活環境の維持を図るためには、下水道使用料の改定は必要であると判断する。 

また、使用料体系については、現行の利用実態を踏まえ、一般家庭及び事業用利用者双

方への影響の均衡を図った下表の改定案を基本として見直しを行うことが適当である。 

あわせて、施設統廃合、汚水処理方式の最適化及び経営効率化を着実に推進するととも

に、下水道事業の公共性を踏まえた適切な公費負担との均衡を図りながら、持続可能な事

業運営に努められたい。 

 

  



 

下水道使用料の適正水準（使用料改定の内容） 

 

 

 

 

 

 

 


